
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 21日

上　場　会　社　名       コマニー株式会社 上場取引所 名

コード番号       7945 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経営管理本部長 石川県

　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　犬塚博仁 TEL (0761) 21 - 1144
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 18日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 26,772 8.3 2,114 270.1 2,123 456.0

12年 3月期 24,717 1.1 571 559.0 381 -

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 714 - 62.56 - 3.8 6.5 7.9

12年 3月期 △ 1,210 - △ 105.96 - △ 6.5 1.1 1.5

（注）①期中平均株式数 　13年  3月期    11,424,075 株　　　12年  3月期    11,424,075 株 

　　　②会計処理の方法の変更　　　　無

　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 15.00 6.00 9.00 171 24.0 0.9

12年 3月期 12.00 6.00 6.00 137 - 0.7

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　特別配当　3 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 29,737 18,899 63.6 1,654.32

12年 3月期 35,225 18,303 52.0 1,602.22

（注）期末発行済株式数　 　13年  3月期    11,424,075 株　　　12年  3月期    11,424,075 株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 13,300 990 570 9.00 － －

通　期 28,800 2,500 1,180 － 9.00 18.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   103 円 29 銭 

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率
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１４．個別財務諸表等

(1) 貸借対照表
(単位　百万円)

期　　別 当　　　期

(平成13年３月31日現在)

前　　　期

(平成12年３月31日現在)
増減金額

科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 (△は減)

(資産の部)
％ ％

Ⅰ　流動資産
　　　現金及び預金 2,029 1,881 148
　　　受取手形 5,847 5,275 571
　　　売掛金 5,590 5,567 22
　　　有価証券 ― 380 △   380
　　　自己株式 0 0 0
　　　製品 444 475 △    30
　　　原材料 263 210 53
　　　仕掛品 96 107 △    11
　　　貯蔵品 16 18 △     1
　　　前渡金 110 57 53
　　　前払費用 63 64 △     0
　　　繰延税金資産 206 110 95
　　　その他 314 340 △    25
　　　貸倒引当金 △     49 △     56 7

　　流動資産合計 14,935 50.2 14,433 41.0 501
Ⅱ　固定資産
　　　有形固定資産
　　　　建物 3,410 3,650 △   240
　　　　構築物 144 174 △    30
　　　　機械装置 1,175 1,391 △   215
　　　　車両運搬具 7 10 △     2
　　　　工具器具備品 466 444 22
　　　　土地 3,412 3,741 △   329
　　　　建設仮勘定 7 － 7

　　　有形固定資産合計 8,624 29.0 9,413 26.7 △   789
　　　無形固定資産
　　　　ソフトウエア 580 611 △    31
　　　　電話加入権 29 29 ―

　　　無形固定資産合計 610 2.1 641 1.8 △    31
　　　投資その他の資産
　　　　投資有価証券 868 446 421
　　　　関係会社株式 2,733 5,786 △ 3,052
　　　　関係会社株式払込予納金 ― 3,389 △ 3,389
　　　　出資金 26 16 10
　　　　関係会社長期貸付金 797 62 734
　　　　長期営業債権 248 36 212
　　　　長期前払費用 12 16 △     4
　　　　繰延税金資産 772 548 223
　　　　敷金保証金 354 347 7
　　　　保険積立金 383 426 △    42
　　　　その他 192 196 △     3
　　　　投資評価引当金 △    500 △    500 ―
　　　　貸倒引当金 △    322 △     37 △   285

　　　投資その他の資産合計 5,567 18.7 10,736 30.5 △ 5,168

　　固定資産合計 14,802 49.8 20,791 59.0 △ 5,989

資産合計 29,737 100.0 35,225 100.0 △ 5,488
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(単位　百万円)

期　　別 当　　　期

(平成13年３月31日現在)

前　　　期

(平成12年３月31日現在)
増減金額

科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 (△は減)

(負債の部)
％ ％

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形 2,681 3,132 △   450

　　　買掛金 1,431 1,547 △   116

　　　短期借入金 490 1,302 △   812

　　　１年以内に返済する長期借入金 366 366 ―

　　　未払金 540 657 △   117

　　　未払費用 419 377 42

　　　未払法人税等 842 214 628

　　　前受金 9 0 8

　　　預り金 177 108 69

　　　賞与引当金 490 340 150

　　　設備関係支払手形 24 17 7

　　流動負債合計 7,473 25.1 8,065 22.9 △   591

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 1,369 1,736 △   366

　　　退職給与引当金 ― 1,380 △ 1,380

　　　退職給付引当金 1,846 ― 1,846

　　　役員退職慰労金引当金 123 123 0

　　　子会社事業整理損失引当金 ― 5,600 △ 5,600

　　　その他 24 16 8

　　固定負債合計 3,364 11.3 8,856 25.1 △ 5,492

負債合計 10,838 36.4 16,921 48.0 △ 6,083

(資本の部)

Ⅰ　資本金 7,121 24.0 7,121 20.2 ―

Ⅱ　資本準備金 7,412 24.9 7,412 21.1 ―

Ⅲ　利益準備金 468 1.6 454 1.3 13

Ⅳ　その他の剰余金

　　　任意積立金

　　　　配当準備積立金 120 120 ―

　　　　特別償却準備金 50 ― 50

　　　　固定資産圧縮積立金 186 199 △    13

　　　　別途積立金 2,700 3,400 △   700

　　　任意積立金合計 3,056 10.3 3,719 10.6 △   662

　　　当期未処分利益又は
　　　当期未処理損失(△)

822 2.7 △    403 △  1.2 1,226

　　その他の剰余金合計 3,879 13.0 3,315 9.4 563

Ⅴ その他有価証券評価差額金 17 0.1 ― ― 17

資本合計 18,899 63.6 18,303 52.0 595

負債及び資本合計 29,737 100.0 35,225 100.0 △ 5,488
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(2) 損益計算書
(単位　百万円)

期　　別 当　　　期

(自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日)

前　　　期

(自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日)

増減金額

科　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 (△は減)

％ ％

Ⅰ　売上高 26,772 100.0 24,717 100.0 2,055

Ⅱ　売上原価 16,773 62.7 16,472 66.6 300

売上総利益 9,999 37.3 8,244 33.4 1,755

Ⅲ　販売費及び一般管理費 7,884 29.4 7,672 31.1 211

営業利益 2,114 7.9 571 2.3 1,543

Ⅳ　営業外収益 96 0.3 166 0.6 △    70

　　　受取利息 7 9 △     2

　　　受取配当金 9 10 △     1

　　　有価証券売却益 ― 48 △    48

　　　その他 79 97 △    18

Ⅴ　営業外費用 87 0.3 355 1.4 △   268

　　　支払利息 70 102 △    32

　　　有価証券評価損 ― 100 △   100

　　　投資評価引当金繰入額 ― 100 △   100

　　　その他 17 52 △    34

経常利益 2,123 7.9 381 1.5 1,741

Ⅵ 特別利益 ― ― 323 1.3 △   323

　　　土地売却益 ― 53 △    53

　　　受取保険金 ― 269 △   269

Ⅶ 特別損失 780 2.9 1,740 7.0 △   960

　　　固定資産売却損 107 ― 107

　　　固定資産除却損 19 145 △   126

　　　子会社整理損失 ― 126 △   126

　　　子会社整理損失引当金繰入額 ― 1,300 △ 1,300

　　　有価証券強制評価損 11 95 △    83

　　　ゴルフ会員権評価損 4 73 △    69

　　　貸倒引当金繰入額 322 ― 322

　　　退職給付会計基準変更時
　　　差異償却

315 ― 315

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△)

1,342 5.0 △  1,035 △ 4.2 2,377

　　法人税、住民税及び事業税 960 3.6 260 1.0 700

　　法人税等調整額 △    332 △ 1.3 △     84 △ 0.3 △   247

当期純利益又は
当期純損失(△)

714 2.7 △  1,210 △ 4.9 1,925

　　前期繰越利益 183 162 20

　　過年度税効果調整額 ― 574 △   574

　　税効果会計適用に伴う
　　固定資産圧縮積立金取崩高

― 144 △   144

　　中間配当額 68 68 0
　　中間配当金に伴う
　　利益準備金積立額

6 6 0

当期未処分利益又は
当期未処理損失(△)

822 △    403 1,226
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(3) 利益処分案
(単位　百万円)

期　　別 当　　　期

(自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日)

前　　　期

(自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日)

増減金額

科　　目 金　　　額 金　　　額 (△は減)

Ⅰ　         
当期未処分利益又は
当期未処理損失(△)

822 △   403 1,226

Ⅱ　任意積立金取崩高 14 713 △  698

　　　特別償却準備金取崩高 7 ― 7

　　　固定資産圧縮積立金取崩高 7 13 △    5

　　　別途積立金取崩高 ― 700 △  700

合計 837 309 528

これを次のとおり処分します。

　　　利益準備金 30 7 23

　　　配当金 102 68 34

１株につき
　普通配当　　 ６円00銭
　特別配当　 ３円00銭

１株につき
　普通配当　　 ６円00銭
　

　　　役員賞与金
　　　(うち監査役賞与金)

20
(     4)

―
(    ―)

20
(     4)

　　　任意積立金 148 50 97

　　　　特別償却準備金 48 50 △    2

　　　　別途積立金 100 ― 100

　　　次期繰越利益 536 183 353

　(注)　1.　特別償却準備金、固定資産圧縮積立金の取崩高及び特別償却準備金の積立額は、租税特別措置法の規定に基

　　　　　　づくものであります。

　　　　2.　前期は、平成11年11月18日の取締役会決議に基づき、68百万円(１株当たり６円00銭)の中間配当を実施しま

　　　　　　した。

　　　　3.　当期は、平成12年11月20日の取締役会決議に基づき、68百万円(１株当たり６円00銭)の中間配当を実施しま

　　　　　　した。
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(4) 重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法

　(2) その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製品及び仕掛品

　　　　受注品については個別法による原価法、その他のものは先入先出法による原価法

　　　原材料

　　　　移動平均法による原価法

　　　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　　建物(建物附属設備を除く)は定額法、その他の有形固定資産は定率法によっております。

　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税に規定する方法と同一の基準によっております。

　　　　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として法人税法

に規定する方法により、３年間で均等償却する方法によっております。

　(2) 無形固定資産

　　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

　(3) 長期前払費用

　　　　法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法によっております。

４．引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 投資評価引当金

　　　　子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘案して計

上しております。

　(3) 賞与引当金

　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　　　　なお、会計基準変更時差異(315百万円)については、適用初年度に一括して費用処理しております。

　(5) 役員退職慰労金引当金

　　　　役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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６．ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理によっております。

　　　　また、為替予約等が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段

　　　　　金利スワップ取引及び為替予約取引を行うこととしております。

　　　　ヘッジ対象

　　　　　金利及び為替相場等の変動により将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある負債としており

ます。

　(3) ヘッジ方針

　　　　主として、金利及び為替相場等の変動を回避する為に、デリバティブ取引を利用しております。

　　　　なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　　　ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎決算期末(中間期末を含む)に、個別取引毎のヘッジ効果を検

証しておりますが、ヘッジ対象の負債とデリバティブ取引について、元本・利率・期間等の条件が同一

の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略しております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

追　加　情　報

１．金融商品会計

    　金融商品については、当期より金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成11年１月22日))を適用し、有価証券の評価基準及び評価方法並びに貸倒引

当金の計上基準について変更しております。

    　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期純利益は47百万円多く計上

されております。

    　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、投資有価証券として表示しております。これ

により、有価証券は380百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

２．退職給付会計

    　当期より退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会

平成10年６月16日))を適用しております。

    　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は302百万円多く、経常利益は12百万

円多く、税引前当期純利益は303百万円少なく計上されております。

    　また、退職給与引当金(前事業年度1,380百万円)は、退職給付引当金に含めて表示しております。

３．外貨建取引等会計処理基準

    　当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企

業会計審議会　平成11年10月22日))を適用しております。

    　この適用に伴う損益への影響はありません。
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注　記　事　項

 (貸借対照表関係)
当　　期 前　　期

――――――――― ―――――――――
１．関係会社に対する資産及び負債

　　　　支払手形 252 百万円 31 百万円

　　　　買掛金 94 89

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,416 8,908

３．担保に供している資産

　　　　建　　物 3,046 3,233

　　　　機械装置 1,152 1,365

　　　　土　　地 1,175 1,175
　　　 ――――― ――――――― ―――――――
　　　　　合計 5,374 5,774

４．保証債務 578 648

５．自己株式の数 814 株 168 株

６．期末日満期手形の処理

　　　当期末日は、金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。期末残高から除かれている期末日満期手形は、次のとおりであります。

　　　　受取手形 453 百万円

　　　　支払手形 7

 (損益計算書関係)
当　　期 前　　期

――――――――― ―――――――――
１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

　　　　運送倉庫料 918 百万円 961 百万円

　　　　給料・賞与及び手当 2,925 2,731

　　　　賞与引当金繰入額 323 219

　　　　退職給付費用 150 ―

　　　　福利厚生費 510 513

　　　　旅費交通費 347 358

　　　　減価償却費 301 282

　　　　賃借料 816 803

２.固定資産売却損の内訳

　　　　土　　地 89

　　　　建 物 他 18 ―――
　　　 ――――― ―――――――
　　　　 合　計 107
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１５．リース取引

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(単位　百万円)

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当　　期 前　　期
――――――――――――――― ―――――――――――――――
工具器
具備品

ソフト
ウェア

合　計 工具器
具備品

ソフト
ウェア

合　計

―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――
　　　取得価額相当額 242 28 271 242 28 271
　　　減価償却累計額相当額 121 22 143 78 17 95

―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――
　　　期末残高相当額 121 5 127 163 11 175

―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――

２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内

１ 年 超

46

87

１年以内

１ 年 超

47

133
――――――――――――――― ―――――――――――――――

合　計 133 合　計 180

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支 払 リ ー ス 料        

　減価償却費相当額

　支払利息相当額        

53

48

6

　支 払 リ ー ス 料        

　減価償却費相当額

　支払利息相当額        

58

52

7

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

　　　　　　 同　左 　　　　　　

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　　　　　　 同　左

１６．有価証券(子会社株式及び関連会社株式)

　　当連結会計年度に係る「有価証券」(子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く)及び前連結会計年

度に係る「有価証券の時価等」については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、

当期においては、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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１７．税効果会計

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当　　期 前　　期
――――――――― ―――――――――

　　(繰延税金資産)

 　　　賞与引当金損金算入限度超過額 134 百万円 69 百万円

 　　　退職給与引当金損金算入限度超過額 ― 386

 　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 580 ―

 　　　役員退職慰労金引当金損金不算入 51 51

 　　　投資評価引当金損金不算入 210 210

 　　　子会社事業整理損失引当金損金不算入 ― 2,352

 　　　関係会社株式評価損損金不算入 1,282 ―

 　　　関係会社株式払込予納金損金不算入 1,069 ―

 　　　貸倒引当金繰入限度超過額 92 ―

 　　　その他 160 136
――――――――― ―――――――――

 　　　　　繰延税金資産小計 3,581 3,205

 　　　評価性引当額 △ 2,394 △ 2,370
――――――――― ―――――――――

 　　　　　繰延税金資産合計 1,187 834

　　(繰延税金負債)

 　　　固定資産圧縮積立金 △   129 △   138

 　　　特別償却準備金 △    65 △    36

 　　　その他有価証券評価差額金 △    12 ―
――――――――― ―――――――――

 　　　　　繰延税金負債合計 △   208 △   175
――――――――― ―――――――――

 　　　　　繰延税金資産の純額 979 659
――――――――― ―――――――――――――――――― ―――――――――

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳

当　　期
―――――――――

 　　法定実効税率 42.0 ％

 　　(調　整)

 　　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

 　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △     0.3

 　　住民税均等割等 1.3

 　　その他 2.8
―――――――――

 　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.8
――――――――――――――――――

　　前期については、税引前当期純損失を計上したため、当該記載は行っておりません。

１８．役員の異動（平成13年６月28日付）

(1) 新任監査役候補者

　　常勤監査役　　丹羽　　稔　　(現　執行役員営業本部長付北陸地区支援担当)

(2) 退任予定監査役

　　常勤監査役　　田原　敬二


